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中建審・社整審基本問題小委員会について（平成30年審議）

○ 平成２８年１０月より、建設産業が１０年後においても「生産性」を高めながら「現場力」を維持できるよう、建設業関連制
度の基本的な枠組みについて検討を行うことを目的として、「建設産業政策会議」が開催され、平成２９年７月に同会議
において「建設産業政策２０１７＋１０」が提言された。

○ これを受け、提言された施策のうち、許可制度の見直しなど制度的な対応が必要な事項の具体化を行う場として、基本
問題小委員会を再開。
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【委員】

（平成３０年４月現在）

▲ 平成３０年６月１８日 第５回会議の様子

【スケジュール】

２月１３日 第１回会議

・基本問題小委員会における検討課題（案）について

３月１９日 第２回会議

・建設業許可制度等について

４月１６日 第３回会議

・建設工事におけるリスク分担等について

５月２８日 第４回会議

・働き方改革等の推進に向けた受発注者双方の取組等について

６月１８日 第５回会議

・中間とりまとめ案について

６月２２日 中間とりまとめ
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【業界内外の連携による働き方改革】

○建設業従事者の継続的な処遇改善（賃金等）
－技能労働者の能力評価基準の策定と技能・経験に応じた処遇
の実現（建設キャリアアップシステムの活用）

○適切な工期設定、週休２日に向けた環境整備
－工期設定等に関する受発注者双方の責務の明確化、無理な
工期設定を求める発注者への働きかけ

－適切な工期設定等のためのガイドラインの策定

○働く人を大切にする業界・企業であることを見える化
－専門工事企業の評価制度の創設
－技能労働者の位置づけの明確化（建設企業が雇用する技能労働
者の育成の責務等）

－許可に際しての労働者福祉の観点の強化
－人材育成体制の強化

発注者
国民
地域住民
消費者

入職予備軍

専門工事企業 元請企業

技術者技術者技能労働者

将来的な建設業従事者の減少

・良質なインフラサービス・建築
サービスの提供

・働き方改革・生産性向上への理解と協力
・役割分担しつつ品質確保の求め

一人親方

・情報提供と説明
・いざという時の安心
・地域活性化

・インフラ・建築へのニーズと品質確保の
求め
・良質なインフラ・建築サービスへの信頼

公共

民間

業界外の協力も得て
行う生産性向上

業界外の協力も得て
行う働き方改革

理解の広がり

働き方改革
生産性向上

良質な建設
サービス

国民の理解
と信頼

若年層や
女性の入職

これらの取組を通じて、
建設産業の好循環を実現

【業界内外の連携による生産性向上】

○各プロセスにおけるICT化、手戻り・手待ちの防止
－全ての建設生産プロセスでＩＣＴ等を活用するため、３次元
データ等のプラットフォームを整備

○施工に従事する者の配置・活用の最適化
－企業間における人材の効率的な活用（労働の平準化）
－ICTの進展等を踏まえた技術者の配置の見直し

【地域力の強化】

○地域の多様な主体との連携を強化
－地域貢献に取り組む企業の評価（防災活動、建機保有等）
－市町村が主体となり建設産業の振興・発展を図る仕組み

【多様な主体との連携による良質な建設サービス
の提供】

○安心して発注できる環境の整備
－発注体制を補完するためのCM方式の制度化
－企業情報の提供や施工の説明による個人発注者の保護

○施工の品質に直結する設計や工場製品の質の向上
－ＢＩＭ・ＣＩＭ等の適用範囲の拡大に向けた環境整備
－工場製品に起因して建設生産物に不具合が生じた場合の再発
防止（報告徴収・立入検査、勧告等）

地
方
公
共
団
体

国

取組と規律の広がり

○個々の企業の一層の取組に加え、業界全体や発注者・設計者など様々な主体との連携による

働き方改革や生産性向上等の取組を強力に推進し、国民の安全・安心や経済成長に持続的に貢献。

○良質な建設サービスを高い水準で確保し、個々の発注者や消費者の利益を実現し、信頼を確保。

10年後を見据えて、建設産業に関わる各種の

「制度インフラ」を再構築

[政策目的]

○建設産業は今後も、インフラや住宅等の整備や今後の老朽化への対応、さらには災害時の応急復旧など国民生活の安全・安心を支えるとともに、都市再生や地域活性化
に資する施設整備など経済成長に貢献する役割を継続的に担っていく必要。
○一方、全産業的に生産年齢人口の減少が進む中、「雇用の受け皿」として建設産業が個々の企業の取組だけで担い手を十分に確保できていた時代は既に終焉。
○建設産業が今後も産業として成り立って行く上で源泉となる「現場力」を維持するとともに、「超スマート社会」の実現など国内外の“未来づくり”の一翼を担うこと
で若者に夢や希望を与えることができる産業であり続けるためには、個々の企業の一層の取組に加え、個々の企業を超えた施策が必要。

[背景]

[安全･安心

･経済成長]

建設企業 現場力

建設関連企業

建築設計事務所
建設コンサルタント

測量企業
地質調査企業

重層下請構造

の改善

規律の再構築

連携

業務委託

契約
相互関係の

透明性と緊張感
・建設産業への
理解と信頼
・若年層や女性の入職
・地域との連携

・良質な建設
サービスの提供
・情報提供と説明

○個々の企業の取組
・継続的な処遇改善（賃金等）
・施工技術の向上
・地域の守り手としての役割の維持

建設産業政策2017+10 ～若い人たちに明日の建設産業を語ろう～
あ す

（平成２９年７月４日 建設産業政策会議とりまとめ）
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中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会中間とりまとめ（平成30年6月22日策定）（概要）
～「２０１７＋１０」の施策を実現し、担い手確保の取組を強化する～

○ 「建設産業政策２０１７＋１０」において示された施策を具体化し、あわせて働き方改革の動きなど昨今の建設業をめぐる課題に的確に対応
するために講ずべき措置について、計５回にわたり審議。

○ 長時間労働の是正、処遇改善、生産性向上などの分野について、建設業法等の改正も視野に早急に講じるべき施策をとりまとめ。

１．長時間労働の是正

２．処遇改善

※ 今後、民間発注工事における円滑な工事発注や適正な施工の推進、民法改正への対応、建設産業の経営力の向上についてもさらに検討。

（２）施工時期等の平準化の推進
・施工時期等の平準化を公共工事の入札及び契約において公共発注者が取り組むべ

き事項として明確化

・平準化の取組が遅れている地方公共団体に対して、関係省庁と連携して、より実効性

をもって取組を促すことができる制度の創設

（１）受発注者双方による適正な工期設定の推進

①適正な工期設定に関する考え方（基準）の明確化
・中央建設業審議会において「工期に関する基準」を作成し、実施を勧告

②受注者による工期ダンピングの禁止
・受注者が工程の細目を明らかにした「工期」の見積もり

③不当に短い工期による請負契約の禁止と違反した場合の注文者への

勧告制度

（２）社会保険加入対策の一層の強化
①社会保険に未加入の建設企業は建設業の許可・更新を認めない仕
組みの構築

②下請代金のうちの労務費相当分の現金払の徹底

（１）技能・経験にふさわしい処遇（給与）の実現
①一定の工事において、注文者が請負人に対して一定の技能レベルを指
定できる制度の創設

②施工体制台帳に記載すべき事項に、作業員名簿（当該建設工事に
従事する者の氏名）を追加

③建設工事を適正に実施するための知識及び技能等の向上

３．生産性向上

４．地域建設業の持続性確保

（４）重層下請構造の改善に向けた環境整備
・専門工事共同施工制度（仮称）のほか、技能者の社員化、施工体制台帳や施工

体系図による下請次数の見える化等、発生要因に応じた様々な施策を総合的に実施

（３）建設工事への工場製品の一層の活用に向けた環境整備
・プレキャストなどの工場製品に起因して建設生産物に不具合が生じた場合において、工場製

品の製造者に対し原因究明、再発防止等を求めるための勧告等ができる仕組みを構築

（２）仕事の効率化や手戻りの防止
・受発注者双方が施工上のリスクに関する事前の情報共有を実施

（１）限られた人材の効率的な活用の促進
①主任技術者配置要件合理化のための専門工事共同施工制度（仮
称）の創設

②元請建設企業の技術者配置要件の合理化

（２）建設業許可制度の見直しによる建設業の持続性確保

①建設業許可基準における経営業務管理責任者の配置要件の見直し

②円滑な事業承継のための建設業許可における事前審査手続の整備

（１）災害時やインフラ老朽化等に的確に対応できる入札制度の
構築

・災害発生時における公共発注者の責務の明確化

（随意契約等の適切な活用、復興係数等の導入、地域要件の適切な設定等）
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１.長時間労働の是正

1,600
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年間総実労働時間の推移

建設業

製造業

調査産業計

105時間

336時間

2007年度：2065時間
2016年度：2056時間

▲9時間

2007年度：1993時間
2016年度：1951時間

▲42時間

2007年度：1807時間
2016年度：1720時間

▲87時間

（時間）

（年度）

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成
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建設工事の月別推移

現状・課題

出典：建設総合統計 出来高ベース（全国）

○ 建設業は全産業平均と比較して年間３００時間以上長時間労働の状況。

○ 改正労働基準法の施行から５年後に罰則付きの時間外労働規制が適
用される状況を踏まえ、長時間労働の是正に向け取組を進めている。

・「建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」（平成２９年６月）
・「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」（同年８月）
・「建設業働き方改革加速化プログラム」（平成３０年３月）

○ 長時間労働の是正を進めるためには、繁忙期と閑散期の工事量の差
を小さくする施工時期等の平準化の取組が不可欠であるが、市区町村
では平準化の取組が遅れている。

対応の方向性

（１）受発注者双方による適正な工期設定の推進

①適正な工期設定に関する考え方（基準）の明確化
中央建設業審議会において「工期に関する基準」を作成し、その実施を勧告
工期についての考え方を明確化、受発注者双方による適正な工期設定の取組
を促進

（※）業種ごとの発注の特性や市場の環境等の違いに十分留意して検討を行う必要。また、違法な長時間労
働の防止につながるものとすることはもちろん、建設企業や発注者等による生産性向上の努力が妨げら
れるものとならないよう留意すべき。

②受注者による工期ダンピングの禁止
受注者は請負契約を締結するに際して、工事の準備期間、工事の種別ごとの工
事着手の時期及び工事完成の時期などの工程の細目を明らかにして建設工事の
「工期」を見積り
（※）違法な長時間労働を前提としたものにならないよう、建設企業が責任を持って工期の見積りを実施。

③不当に短い工期による請負契約の禁止と違反した場合の注文者への勧告制度
注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に
照らして著しく短い工期による請負契約を締結してはならないこととし、違反した場
合の勧告制度を創設

（２）施工時期等の平準化の推進

・施工時期等の平準化を公共工事の入札及び契約において公共発注者が取り組む
べき事項として明確化

・平準化の取組が遅れている地方公共団体に対して、関係省庁と連携して、より実効
性をもって取組を促すことができる制度の創設

（※）あわせて、年度を通じた平準化の取組を推進するため、地域発注者協議会等も活用し平準化に関する

数値目標の設定等を検討

（公共工事）

（億円）

（民間工事）

閑散期

（技能者）仕事が少ない、収入不安定

（受注者）人材・機材が過剰

繁忙期

（技能者）休暇取得困難、長時間労働

（受注者）技術者が不足する懸念 地方公共団体（特に市区町村）における施工時期等の平準化の取組を一層推進
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２.処遇改善（給与関係）

現状・課題 対応の方向性

○ 給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産労働者（技能者）について
は、製造業と比べ低い水準。

2012年（千円） 2017年（千円） 上昇率（％）

建設業男性生産労働者 3,915.7 4,449.9 13.6

建設業男性全労働者 4,831.7 5,540.2 14.7

製造業男性生産労働者 4,478.6 4,703.3 5.0

製造業男性全労働者 5,391.1 5,527.2 2.5

全産業男性労働者 5,296.8 5,517.4 4.2

約５％
の差

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

製造業生産労働者（男

性）

建設業・職別工事業生産

労働者（男性）

年齢階層別の賃金水準

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

出典：平成29年賃金構造基本統計調査

（１）技能・経験にふさわしい処遇（給与）の実現

①一定の工事において、注文者が請負人に対して一定の技能レベルを指定できる制
度の創設
工事の適正な施工の確保や品質の向上の観点から必要と認められる場合（※）等
において、注文者が請負人である建設企業に対し、一定の工種の工事の施工に必
要な一定の技能レベルを指定することができる制度を検討
（※）例えば、現場作業において一定の技能が要求される工事、多数の現場作業員のマネジメントが必要とな

る工事などが想定される。

②施工体制台帳に記載すべき事項に、作業員名簿（当該建設工事に従事する者の
氏名）を追加
登録基幹技能者をはじめ現場で作業する技能者を施工体制台帳における記載事
項とするよう検討

建設業で働く人の姿を「見える化」、現場で働く技能者の誇りや処遇改善など

③建設工事を適正に実施するための知識及び技能等の向上
建設工事に従事する者は建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技術
又は技能の向上に努めなければならない旨の規定を検討

○技能者の賃金は、45～49歳でピークを迎える。体力のピークが賃金のピー
クとなっている側面があり、マネジメント力等が十分評価されていない。

（千円）

注文者 専門工事企業

一定の工事において技能レベルの指定

技能レベルを満たす技能者を配置

レベルに見合った対価の支払い

初級技能者
（見習いの技能者）

職長として現場に従事
できる技能者

高度なマネジメント能力
を有する技能者

中堅技能者
（一人前の技能者）

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

登録基幹技能者

建設マスター 等

一定の職長経験

１級技能検定 等２級技能検定 等

一定の就業経験

より高いレベルにステップアップしていく意識を醸成

○ 技能者の処遇改善
○ 専門工事企業の価格交渉力の強化
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（２）社会保険加入対策の一層の強化

①社会保険に未加入の建設企業は建設業の許可・更新を認めない仕組みの構築
下請の建設企業も含め社会保険加入を徹底するため、社会保険に未加入の建設
企業は建設業の許可・更新を認めない仕組みを構築

②下請代金のうちの労務費相当分の現金払の徹底
下請代金のうち労務費相当分（社会保険料の本人負担分を含む）については、手
形ではなく現金払が徹底されるよう規範を強化

２.処遇改善（社会保険関係）

現状・課題 対応の方向性

○ 約６年間の社会保険未加入対策の効果もあり、社会保険の加入は一定
程度進んでいるが、下位の下請企業になるほど加入率は低く、さらに踏み込
んだ対策が必要。

雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険

H23.10 94% 86% 86% 84%

H24.10 95% 89% 89% 87%

H25.10 96% 92% 91% 90%

H26.10 96% 94% 94% 93%

H27.10 98% 97% 96% 95%

H28.10 98% 97% 97% 96%

H29.10 98% 98% 97% 97%
出典：公共事業労務費調査

企業別・３保険別加入割合の推移

元請：98.2%

１次下請：97.4%

２次下請：94.4%

３次下請：90.5%

＜参考＞現行の許可要件

法定福利費の受取状況

元請

一次下請

二次下請

下請代金のうち
労務費相当分を現金払

技能者

毎月の給与（法定福利費含む）の支払い

適正な賃金水準や社会保険
加入のための原資を確保

※この他以下についても併せて取り組む
・社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインを踏まえ、「未加入企業を下請企業に選定しない」「適切な保険に未加入の
作業員は特段の理由がない限り現場入場を認めない」などの取扱いを更に徹底

・施工体系図における未加入企業の「見える化」などを検討
・法定福利費が下請建設企業まで行き渡っているか継続的なモニタリング調査を実施
・標準請負契約約款等を活用した法定福利費の内訳明示の取組を徹底

53.8 

45.6 

40.0 

29.4 

3.7 

19.7 

17.1 

19.6 

4.9 

7.1 

5.9 

1.9 

1.0 

2.0 

10.3 

12.4 

16.7 

17.6 

32.2 

15.5 

18.1 

25.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元 請

一次下請

二次下請

三次以降の下請

100％以上 80%以上～100％未満 50%以上～80％未満

20%以上～50％未満 0％以上～20％未満 わからない

(N=4,709)

(N=51)

(N=420)

(N=1,526)

○ 下位の下請企業ほど、法定福利費を100％受け取れた工事の割合が減少。

○ 下請代金のうちの労務費相当分（社会保険料の本人負担分を含む）の現
金払は約９割となっているが、残りの１割は手形等での支払いとなっている。
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３.生産性向上（技術者制度関係）

対応の方向性

○ プレキャスト化や工場製品化、i-Constructionの進展により、現場の施
工のあり方や技術者の役割が大きく変わる可能性。

○ 技術者は現状では不足感は少ないものの（監理技術者資格者証の保
有者はここ１０年程度約６６～６７万人で横ばい）、高齢化が急速に進んで
おり（６０歳以上が３割以上）、将来的には技術者不足の懸念がある。

監理技術者資格者証保有者の年齢構成

現状・課題

（１）限られた人材の効率的な活用の促進
①主任技術者配置要件合理化のための専門工事共同施工制度（仮称）の創設
一定の限られた工種に関して複数の専門工事企業が共同で施工する場合におい
て、上位専門工事企業の主任技術者が行う施工管理の下で下位専門工事企業も
含め適切に作業を進めていくことで適正な施工が確保できる場合には、下位専門
工事企業の主任技術者の配置を不要とできる制度を創設

②元請建設企業の技術者配置要件の合理化

若手技術者の技術力育成を図るため、監理技術者補佐（仮称）（※）が専任配置さ
れている場合には、一定の条件の下、当該工事の監理技術者について他の工事等
との兼務を認める仕組みを創設

（※）「監理技術者補佐（仮称）」の要件は、２級技士
を保有した１級技士補以上とすることを検討。
（技術検定は学科、実地試験を共に合格した
段階で「技士」の称号が与えられているところ
であるが、学科試験が合格した段階で「技士
補」という称号を付与することを検討。）

0

10

20

30

40

50

60

職長 班長等 その他技能者

元請 46.7% 48.1% 50.3%

一次下請 48.5% 51.1% 50.9%

二次下請 42.9% 48.8% 49.0%

三次以降 40.2% 39.3% 35.4%

（Ｎ=3,209）

（Ｎ=2,083）

（Ｎ=678）

（Ｎ=97）

（Ｎ=1,823）

（Ｎ=1,153）

（Ｎ=365）

（Ｎ=56）

（Ｎ=2,774）

（Ｎ=1,775）

（Ｎ=577）

（Ｎ=79）

平成２８年７月以降に賃金を引き上げた企業の割合

○下位の下請企業ほど処遇の低下等の問題が生じやすく、重層下請構造
改善の必要が生じている。

（％）
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（２）建設業許可制度の見直しによる建設業の持続性確保

①建設業許可基準における経営業務管理責任者の配置要件の見直し
経営層の高齢化が進む地域建設業の持続性の確保につなげるため、建設業の許可
基準における経営業務管理責任者の要件について廃止も含め制度の見直しを検討

（※）当該要件を見直す場合でも、建設企業の経営業務に当たる者の資質等は、注文者をはじめとす
るステークホルダーの関心事であることから、建設企業の経営業務を行う者に関する情報を必
要に応じて把握できるようにすることなどをあわせて検討。

②円滑な事業承継のための建設業許可における事前審査手続の整備
・事業承継効力発生前等、申請までの間の事前確認手続を整備（通知により明確
化）することにより、申請から許可取得までの期間を短縮する方策について検討
・あらかじめ許可行政庁の認可等を受けることにより、事業承継の効力の発生日に
自動的に権利義務を承継するような制度を検討

（※）あわせて、例えば、建設企業を対象とした事業承継に関する相談窓口の設置などを検討。

４.地域建設業の持続性確保

現状・課題 対応の方向性

2,939 
3,446 3,441 3,136 3,039 

2,731 
2,347 

1,859 1,612 1,594 1,571 

7,504 

8,586 8,512 8,531 8,387 8,609 
7,794 7,568 7,640 

8,230 
7,877 

0

1000

2000

3000
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5000

6000

7000

8000

9000

10000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

倒産 休廃業・解散

出典：帝国データバンク「全国企業倒産集計」、「全国「休廃業・解散」動向調査」

○ 建設企業の休廃業・解散は年間8,000件前後。事業承継が円滑に実施
される環境整備が必要。

建設企業の倒産、休廃業・解散の動向（件）

（年）

○ 許可業者数は2006年度比で全地域において減少傾向。
都市部に比べて、地方部の方が減少率が大きい傾向がある。

地域別の許可業者数の減少率

経営業務の管理責任者
として５年以上の経験年
数を有する取締役等の
配置が必要

＜現行＞

経営層の高齢化が進む
中、若手の後継者に経営
業務を引き継ぐことが可
能に

＜見直し後＞

Ａのみが有していた
許可の空白期間

現行の吸収合併時における、許可手続きの流れと有効な許可の期間

（年度）
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